
活動報告 名古屋市立大学看護学部紀要 第16巻2017

平成28年 度 国際交流委員会活動報告3

東 テ ィモ ー ル 訪 問

樋 口 倫 代,嶌田 理 佳,金 子 典 代

山 口 知香枝

1.は じめ に

国際交流委員会では、これまで韓国のハル リム大学や

オース トラリアのセ ントラル ・クイーンズランド大学と

の交流を推進 してきた。今回、本学ではあまり前例がな

かったいわゆる開発途上国との交流を新たに模索するべ

く、特別研究奨励費(区 分④国際交流の推進事業)を 得

て東ティモールを訪問 したので報告する。

2.背 景 お よび 目的

東南アジアに位置する東ティモール民主共和国(以 下

東ティモール)は 、歴史的にポル トガル、日本、イ ンド

ネシアの支配を受けてきた。1999年 に行われた独立を問

う住民投票の後に起きた騒乱で、人口の3分 の2が 避難

を強いられ、経済生産が40%減 少 し、70%の イ ンフラが

破壊された状態から、国連暫定統治を経て2002年 に独立

を果たした新 しい国である。石油が産出されるようになっ

たため2011年 より 「中所得国」とされているものの、開

発における課題を多 く抱えており、現在でも国連が定義

する 「Least　Developed　 Countries(LDCs)」 に分類さ

れている。

本学の今までの国際交流先として、いわゆる開発途上

国は少な く、特にLDCsに 分類される国は含まれていな

い。世界の国家のうち四分の一ほどを占めるこれらの国々

との交流 ・協働はグローバル社会に対応できる人材の育

成という本学の教育方針にも沿い、本学の国際化が幅広

く多様であることを内外に示すことができる新 しい取り

組みとなり得る。

そこで、名古屋市立大学と東ティモールの研究教育機

関や保健医療施設との継続的な連携 ・協力の可能性を探

ることを目的として、2016年8月 に3名 の教員が現地を

訪問 した。

3.訪 問 先概 要

1)研 究教育機関

①国立保健科学院:所 長他職員2名 より話を聞いた。国

立保健科学院は、保健医療職の研修、パートナー機関

との調整、教育 ・研究に関わる保健医療職の能力向上

を目的に設置された保健省関連機関である。国際機関、

政府援助機関、国際NGOな どと協働 して研修事業や

研究を行っている。研修に関しては独自事業 もあるが、

研究に関わる部署は人員も少なく制限があるようであっ

た。

②国立東ティモール大学保健科学部:保 健科学部長他教

員1名 より話を聞いた。国立東ティモール大学1999年

か らある東ティモール唯一の国立大学である。保健科

学部は、2005年 に医学科が、2008年 に看護 ・助産学科

が、2010年 にその他の保健医療職養成学科が置かれた。

医学科は当初よりキューバ政府の支援を受けている。

また、オーストラリア、ポル トガル、日本などのさま

ざまな国の大学とも交流がある。 しか し、保健科学部

では海外の大学との共同研究の経験は多 くはないよう

であった。

③パーツ大学公衆衛生学部:公 衆衛生学部の教員ほとん

どが同席のもと、学部長より話を聞いた。パーツ 大学

は東テ ィモール最大の私立大学で6学 部 を有する。

「エクステンション」 と称 した社会人のためのコース

を各地においていることも学生数の多さに影響 してい

る。公衆衛生学部は、ポル トガル語圏やインドネシア

などASEAN諸 国の大学の支援 を得て、 カ リキュラ

ムの確立、教員の能力向上を目指 している最中のよう

であった。保健省職員が非常勤講師を務めたり、学生

として学んだりする者も多いとのことである。

2)医 療 機関

①ギ ドバ ラダ レス国立病院:看 護部長お よび人事部長 よ

り話を聞いた。国内の トップ リフ ァレルであ り、全国

か ら患者が集 まるベ ッド数約290床 の総合病院 であ る。

救急外来や集中治療室 もあ り、集中治療室 には日本で

も見 か けるICUベ ッ ドや救 急 カー トが備 えて あ る一

方、中央配管設備 はな く、酸素 ボ ンベな どは古 いもの

であ ることが うかがわれた。高度医療への対応 には限

界があ り、例えば、人工透析が必要な場合 はバ リ(イ

ンドネシア)へ 、その他 にも重症患者 はシ ンガポール

やオ ース トラ リアに搬送 され る。看護師 は200名 以 上、

助産師 は66名 勤務 して いる。看護師の最終学歴 は学士

とdiploma(課 程 修了)が 半 々で ある。 イ ン ドネシア、



オース トラリア、中国、タイ、シンガポール、韓国な

ど外国人看護師も働いている。

②マウビセ地方病院:病 院長より話を聞いた。東ティモー

ルにある5か所の地方病院の一つであり、アイナロ県

マウビセ町に開設されている。山間部の谷に広がる周

辺集落の住民が受診するとともに、アイナロ県と近隣

県のための2次 医療を提供する総合病院であり、外科

手術や出産も可能な設備が準備されている。成人と小

児は同 じ病棟で、産科はやや離れた別病棟があり、訪

問時は数名の患者が入院 していた。より専門的医療が

必要な患者は首都にある国立病院まで搬送される。国

内の人材不足から診療はキューバか ら派遣されていた

医師が中心となって行われていたが、キューバで医学

教育を受けた東ティモール人若手医師も配置されつつ

あった。

③コロモ保健セ ンター:セ ンター長より話を聞いた。保

健セ ンターは国内の各郡に一ヶ所ずつ開設されている

施設で、地域住民への保健医療サービス提供と公衆衛

生業務を行っている。コモロ保健セ ンターはディリ県

で最も人口の多い郡に配置されたセ ンターで、朝9時

頃に訪問 した時には施設内は多 くの住民で混雑 してい

た。東テ ィモールの合計特殊出生率は6.1(WHO,

2011年)と 高 く、母子保健は国としても重要な課題で

あり、保健セ ンターはそのための活動を担っている。

訪問時には多 くの妊婦が検診の順番待ちを しており、

傍らでは乳幼児の体重測定と測定バ ンド(上 腕周囲径)

による栄養失調のスクリーニ ングが実施されていた。

乳幼児の体重測定は保健ボランティアでも可能な業務

となっているが、知識が十分に備わっていない者も従

事 しているようであった。

3)行 政

デ ィ リ県 保健局(District　 Health　 Services　 Dili):

保 健 局 に派遣 されてい る国際協 力機構(JICA)の 青 年

海外協力隊員(JOCV)よ り話 を聞いた。東 テ ィモ ール

で は各県に1つ 保健局があ り、保健局の もと複数の保健

セ ンターが設置 され、セ ンター管轄地域の現場の活動を

統括す るシステ ムとな ってい る。地域保健活動の報告 は

保健セ ンターを通 して保健局 に集約 され る。例えば、デ

ング熱な どの主要感染症の発生報告 も保健局が保健セ ン

ターの管轄地域のデ ータを集約 してい るが、デ ータ分析

や活用な どはあ まり行われていない との ことであ った。

またデー タを保健局 に出 さないプ ライベ ー トク リニ ック

もあ ることな どか ら、地域のデ ータを完全集約で きてい

るわ けで はな く、 したが って、保健局か らのデ ータを集

約 して い る保健省 のHealth　 Information　 Systemか ら

出 され るデー タについて もまだ正確性 には課題があ ると

の ことであった。なお、8月24日 に は同保健局 にお いて、

デ ィ リ県を フィール ドと して2015年 度 まで科研費研究を

行 って きた教員が、保健セ ンター職員や村長を対象 と し

た研究成果発表 とワークシ ョップを行 った。

4)そ の 他

①WHO東 テ ィモール事務所:事 務所代表 に話 を聞いた。

東 ティモ ール には多 くの海外支援が入 ってお り、 アジ

アで は日本、韓 国か らの支援が大 きい。WHOに は イ

ンター ンシ ップ制度 はあ るが東 ティモール事務所で は

キ ャパ シテ ィの点で も受 け入れ はできていない。東 ティ

モ ールの保健衛生指標の現状 につ いて は冊子 と して ま

とめ られWHOか ら刊行 されて いる。 これ による と、

東 ティモ ールで は、過去10年 間 にヘル スセクターの再

構 築 が 行 わ れ 、Integrated　 Community　 Health　

Serviceの 強化が行われた。特 に5歳 以下 の乳児死亡率、

マ ラ リアの削減 にお いて は成果を出 して いる。 しか し

い まだ に小児の低栄養、女性の低栄養、貧富の差の拡

大、非感染性疾患の増加、喫煙率の高 さが問題 とな っ

てい る。 また、農村部や山間部 に保健医療人材 は配置

され るようにな ったが住民の医療サ ー ビスへの アクセ

スの悪 さは依然大 きな課題であ るとの ことだ った。

②小 中学校 教 員 対 象 の禁 煙講 習 会:現 地 で活 動 中 の

NGO、 シ ェア=国 際保 健協力市 民 の会 が協力 す る講

習会を見学 した。東 ティモールの成人男性の喫煙率 は

70%に の ぼ り、喫煙 による健康障害 リスクの低減 は保

健省は じめ、WHOな ど も課題 としてい る。東テ ィモー

ルの教育省が主催す るこの講習会では、教育省 のチュー

ターによる喫煙 による健康被害の講義や、 グループ ワー

ク、デ ィスカ ッシ ョンが行われ、参加者 は熱心 に学ん

で いた。禁煙キ ャ ンペ ー ンソ ングによって親 しみを も

ちなが ら学ぶ ことがで きるよう工夫 されて いた。

③大使館昼食会:在 東 ティモ ール 日本大使館の昼食 に招

待 された。大臣官房参事官 ・審議義官 と して国際保健を

担当 し、世界基金の理事を歴任す るな ど国際保健 に関

心が高 い大使 とその夫人、 エル メラ県ハ トリア郡で地

域 保 健 活 動 を して い るNGO、 地 球 の ス テ ー ジ/

Frontlineの 代 表他 職員2名 、JICA東 テ ィモ ール事

務所長、大使館専門調査員 と、東 ティモール にお ける

保健医療協力や、東 ティモール人学生の国費留学な ど

現状 と将来の可能性 につ いて ディスカ ッシ ョンした。

④JOCV、NGO職 員 との情報交換 会:現 地 のJOCV5

名 、 前述 のNGOシ ェ ア職 員2名 と情 報交 換会 を行 っ

た。JOCVに つ いて は、 国立 リハ ビ リテー シ ョンの

作業療法士、義肢装具士、国立病院の薬剤師、保健省

の コ ミュニ ティ開発隊員、国立保健科学院の公衆衛生

隊員 な ど様 々 な職種 が保 健医療 の場 でJOCVと して



活躍 している。彼 らが現地で使用されるテトゥン語を

習得 し、ホームステイを しつつ現地の方と同 じ食住環

境に身を置きながら、東ティモールの保健行政やサー

ビス提供に携わり、貢献 している様子を聞いた。シェ

アは1999年 より東ティモールで地域保健活動を継続 し、

現在は外務省のNGO連 携無償協力の資金を得て学校

保健プロジェクトを実施 している。職員 らはフィール

ドに入り込みながら健康教育活動を展開、保健省や教

育省と協働 してオ リジナルの教材開発や トレーニ ング

に携わっているとのことであった。

4.名 市 大 と して の国際交 流 の可能 性

世界にはさまざまな開発段階にある国が存在 しており、

そのことを知る場を提供することはこれか らの大学には

求められるであろう。東ティモールは2002年 に独立(主

権回復)し た新 しい国であり、地域や社会、国のあり方

やつ くり方を考える機会が身近にある。日本とは大きく

異なる保健状況は、何が健康に影響するのか、どうした

ら健康を手に入れられるのかの示唆を与え得る。また、

人々の くらしに資するための学術活動とはどういうこと

かなど、特に学生や若手研究者にとっては学ぶことが多

い環境である。

他方、効率的な共同研究推進という観点か らは困難が

多い環境であると考えられた。国内の一般的イ ンフラ整

備は十分とは言い難 く、研究機関も例外ではない。例え

ば、イ ンターネット自体は普及 しているが、料金や速度

の点で難があり、また、印刷などにも不自由することが

あるようであった。また、分野を問わず一定 レベルの研

究者の数は多 くな く、共同研究者を見つけることは容易

とは言えないだろう。また、今回の渡航準備でもそうで

あったように、スケジューリング、諸手続、準備などに

は時間と手間がかかることを考慮に入れる必要がある。

さらに、言語の壁も存在 している。東ティモールは旧

宗主国の言葉であるポル トガル語を公用語としており、

公文書や教科書はポル トガル語による記述となっている

が、多 くの人びとは国語であるテトゥン語を用いて生活

し、それ以外の身近な言語はイ ンドネシア語であるとい

う人も多い。英語については、一般の人はもちろん、研

究者、実務者の両者にあまり普及 していない。今回の訪

問先の多くは英語によるコミュニケーションが可能であっ

たが、現地に根差 した活動を行うのにはテトゥン語通訳

が必要となることは念頭に置いた方がよいだろう。

今後は、科学技術振興機構のさくらサイエンスプラン、

国際交流基金の地域 リーダー ・若者交流助成、 トビタテ

留学JAPANな どを利用 した学部生の交流 やイ ンター

ンシップなどから開始 し、将来的にどのような交流 ・協

働が可能であるかを慎重に検討 したい。東ティモールの

状況か らは、単なる学術交流にとどまるのではな く、若

者の人材育成や開発支援に関わる活動が求め られるであ

ろう。



東ティモール国立大学保健科学部(助 産専攻の学生らと)

パーツ大学公衆衛生学部(教 員 らと)

デ ィ リ県保健局

(保 健セ ンター職員村長 らとの ワークシ ョップ)

日本大使館(大 使夫妻 らと)
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